 様式第１７号
　　年　　月　　日
北九州市長　様
（主たる事務所の所在地）　
（医療法人名）　　　
　　
（理事長名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
定款（寄附行為）変更認可申請書
本法人の定款（寄附行為）の一部を変更したいので、医療法第５４条の９第３項及び同法施行規則第３３条の２５の規定に基づき申請します。
［添付書類］
　１．定款又は寄附行為の変更内容（新旧対照表を添付）及びその事由を記載した書類
　２．定款又は寄附行為に定められた変更に関する手続きを経たことを証する書類（写し）
　　　（理事長の原本証明が必要）
　　　…社団の医療法人にあっては、社員総会の議事録
　　　…財団の医療法人にあっては、理事会及び評議員会の議事録
　３．新定款（変更後の案）
　４．その他　　当該変更申請内容に係る書類
定款変更認可申請書の添付書類（申請内容によって添付書類が異なります）
［添付書類］（①～③は必ず提出）
1 定款又は寄附行為の変更内容（新旧対照表を添付すること。）及びその事由を記載した書類
2 定款又は寄附行為に定められた変更に関する手続きを経たことを証する書類（理事長の原本証明が必要）
1） …社団の医療法人にあっては、社員総会の議事録
2） …財団の医療法人にあっては、理事会及び評議員会の議事録
3） …特定医療法人にあっては、社員総会、理事会及び評議員会の議事録
3 新定款（変更後の案）
4 開設しようとする病院、診療所又は介護老人保健施設の診療科目、従業員の定員並びに敷地及び建物の構造設備の概要を記載した書類（別紙８）
· （施設周辺の概略図、敷地図及び建物の平面図、登記事項証明書を添付）　
· 　賃貸借する場合は、賃貸借契約書（写し）も必要
5 開設しようとする病院、診療所又は介護老人保健施設の管理者となるべき者の氏名を記載した書類（議事録の中で決議されていること）及び管理者となるべき者の就任承諾書（別紙４）、履歴書（別紙４－２）及び免許証の写し
6 変更後２年間の事業計画書及びこれに伴う予算書（別紙９、１０）
※　法人全体分及び新たに開始する事業分の職員給与費の内訳書の添付
7 法第４２条第１項各号に掲げる業務（附帯業務）を行う場合は、当該業務に係る施設の職員、敷地及び建物の概要並びに運営方法を記載した書類
8 社会医療法人である医療法人が法第４２条の２第１項の収益業務を行う場合は、当該収益業務の概要及び運営方法を記載した書類
〔具体例〕
1 病院・診療所を新たに設置する場合・・・①②③④⑤⑥
2 附帯業務（例、デイサービス）を開始したい場合・・・①②③⑥⑦
3 医療法人の名称を変更する場合・・・①②③
4 分院を廃止する場合・・・①②③＋廃止届の写し
〔注〕
１　新たに出資（寄附）を受けるときは出資（寄附）申込書の写しとそれが不動産であるときは登記事項証明書及びその評価額証明を添付すること。
２　土地、建物等を賃借する場合はその契約書の写しと登記事項証明書を添付すること。
３　事業計画は新たな事業の発足に要する土地、建物、機械器具、備品及び医薬品等の調達方法、当面の運転資金について、新たに開設する施設はもちろん、法人全体の資産との関連についての計画又は経営の見通しをできる限り詳細に記載すること。
４　変更予算書は、現行、変更後、増減に分けること。
別紙４　　就任承諾書
年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　
就　任　承　諾　書
私は、下記のとおり就任することを承諾します。
	就任年月日
	

	就任する職名
	

	施設、法人名
及び
所在地
	


（注）１　病院、診療所、助産所の管理者及び管理の委任を受ける者の場合
　　　　　　管理する施設名及び所在地を記入
　　　２　法人の理事長、特別代理人の場合
　　　　　　法人名及び所在地を記入
　　　３　助産所の嘱託医師の場合
　　　　　　嘱託として従事する助産所の施設名及び所在地を記入

	別紙４－２

	履　　　　　　歴　　　　　　書

	本　　籍
	　　　　　　　　　　　　都・道・府・県

	住　　所
	

	ふりがな
	

	氏　　名
	

	生年月日
	  　　　　　　　　　　　　　 　年　　　　月　　　　日生

	学　　　歴
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	職　　　歴
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	医籍（歯科医籍）
登録年月日・番号
	         年　　月　　日
	第            号

	医療法第４６条の５第５項において読み替えて準用する
同法第４６条の４第２項に規定する欠格事由の有無　　　　　　　　有　・　無　

	　　上記のとおり相違ありません。
                                 　　　　　　　　　　  　　　　年　　月　　日
                                             氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　



別紙８　　新たに開設しようとする施設の概要
	名　称
	

	所在地
	〒

	電話
	

	診療科目
	
	開　設
予　定
年月日
	　　年　　月　　日

	病床数等
	病　院
	床（一般　　床・療養　　床・精神　　床・結核　　床・感染症　　床）　

	
	診療所
	　　　　床（うち療養病床　　　床）
	介護老人
保健施設
	入所者数　　　　名
通所者数　　　　名

	管理者
	氏　名
	（　　　　　年　　　月　　　日　生）

	
	医籍
歯科医籍
	第　　　　　　　　　　号　　（　　　　　年　　　月　　　日登録）

	従業者
	職　種
	常　勤
	非常勤
	常勤
換算
	職　種
	常　勤
	非常勤
	常勤
換算

	
	医師
歯科医師
看護師
准看護師
助産師
保健師
看護補助者
歯科衛生士
薬剤師
栄養士
管理栄養士
	
	
	
	診療放射線技師
臨床検査技師
衛生検査技師
歯科技工士
理学療法士
作業療法士
介護支援専門員
事務員
労務員
その他
合計
	
	
	

	敷　地
	　　　　　　　　㎡（　うち借地　　　　　㎡　）　（　付近案内図及び平面図添付　）

	建　物
	延　　　　　　　㎡（　構造、用途及び各室の面積を示す図面　）

	
	鉄筋コンクリート　　　階建　　　　　延　　　　　　　㎡
①　診察室　　　　　　　室　　　　　　　　　　　　　㎡
②　処置室　　　　　　　室　　　　　　　　　　　　　㎡
③　調剤室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡
④　手術室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡
⑤　臨床検査室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡
⑥　エックス線室　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡
⑦　病室　　　　　　　　室　　　　　　　　　　　　　㎡
⑧　厨房　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡
⑨　洗濯施設　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡
⑩　管理部門　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

	診療日時
	


別紙９　　事業計画書
	初年度（　令和　　　年　　　月　　　日　～　令和　　　年　　　月　　　日　）


	

	翌年度（　令和　　　年　　　月　　　日　～　令和　　　年　　　月　　　日　）


	

	翌々年度（　令和　　　年　　　月　　　日　～　令和　　　年　　　月　　　日　）


	


（注）１　各年度の法人全体の事業計画（予定）及び新たに行おうとする事業の計画を箇条書きする。
（建物の増改築、物品購入、資金調達及び債務の弁済、職員採用、収支見込み等）
　　　２　この事業計画書は、予算の内容に関連するので、予算書（別紙１０）と一致させること。
別紙１０－１　　予算書（初年度収入）
初年度
（　令和　　年　　月　～　令和　　年　　月　）
（単位：千円）
	科　　　目
	現　行
	変更後
	増　減
	内　　　訳

	医　業　収　入
	
	
	
	

	
	入　院　収　入
	
	
	
	

	
	
	自費収入
	
	
	
	平均　　　円×年間　　　人

	
	
	社会保険等収入
	
	
	
	平均　　　円×年間　　　人

	
	
	室料差額収入
	
	
	
	平均　　　円×年間　　　人

	
	外　来　収　入
	
	
	
	

	
	
	自費収入
	
	
	
	平均　　　円×年間　　　人

	
	
	社会保険等収入
	
	
	
	平均　　　円×年間　　　人

	
	そ　の　他
	
	
	
	集団検診料等

	医　業　外　収　入
	
	
	
	

	
	受　取　利　息
	
	
	
	預託金の利息

	
	そ　の　他
	
	
	
	従業員、付添人等の給食収益等

	借　入　金
	
	
	
	銀行等からの借入金

	拠　出　金
	
	
	
	

	前年度繰越金
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


（注）１　事業計画の内容と一致させること。
　　　２　自動車損害賠償保障法（自賠法）、労働者災害補償保険法（労災法）による診療収入は自費収入に入れること。
　　　３　必要に応じ科目を加除して差し支えない。
　　　４　介護保険法による報酬は、社会保険等収入に入れること。
別紙１０－２　　予算書（翌年度・翌々年度収入）
翌年度（　令和　　年　　月　～　令和　　年　　月　）
（単位：千円）
	科　　　目
	金　　　　額
	内　　　訳

	医　業　収　入
	
	

	
	入　院　収　入
	
	

	
	
	自費収入
	
	平均　　　円×年間　　　人

	
	
	社会保険等収入
	
	平均　　　円×年間　　　人

	
	
	室料差額収入
	
	平均　　　円×年間　　　人

	
	外　来　収　入
	
	

	
	
	自費収入
	
	平均　　　円×年間　　　人

	
	
	社会保険等収入
	
	平均　　　円×年間　　　人

	
	そ　の　他
	
	集団検診料等

	医　業　外　収　入
	
	

	
	受　取　利　息
	
	預託金の利息

	
	そ　の　他
	
	従業員、付添人等の給食収益等

	借　入　金
	
	銀行等からの借入金

	拠　出　金
	
	

	前年度繰越金
	
	

	計
	
	


翌々年度（　令和　　年　　月　～　令和　　年　　月　）
（単位：千円）
	科　　　目
	金　　　　額
	内　　　訳

	医　業　収　入
	
	

	
	入　院　収　入
	
	

	
	
	自費収入
	
	平均　　　円×年間　　　人

	
	
	社会保険等収入
	
	平均　　　円×年間　　　人

	
	
	室料差額収入
	
	平均　　　円×年間　　　人

	
	外　来　収　入
	
	

	
	
	自費収入
	
	平均　　　円×年間　　　人

	
	
	社会保険等収入
	
	平均　　　円×年間　　　人

	
	そ　の　他
	
	集団検診料等

	医　業　外　収　入
	
	

	
	受　取　利　息
	
	預託金の利息

	
	そ　の　他
	
	従業員、付添人等の給食収益等

	借　入　金
	
	銀行等からの借入金

	拠　出　金
	
	

	前年度繰越金
	
	

	計
	
	


（注）１　事業計画の内容と一致させること。
　　　２　自動車損害賠償保障法（自賠法）、労働者災害補償保険法（労災法）による診療収入は自費収入に入れること。
　　　３　必要に応じ科目を加除して差し支えない。
　　　４　介護保険法による報酬は、社会保険等収入に入れること。

別紙１０－３　　予算書（初年度支出）
　初年度（　令和　　年　　月　～　令和　　年　　月　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                           （単位：千円）
	科　　　目
	現　行
	変更後
	増　減
	内　　　訳

	医　業　支　出
	
	
	
	

	
	給　与　費
	
	
	
	

	
	
	職員給与
	
	
	
	

	
	
	退職給与引当金
	
	
	
	

	
	
	法定福利費
	
	
	
	

	
	
	役員報酬
	
	
	
	

	
	材　料　費
	
	
	
	

	
	
	医薬品費
	
	
	
	

	
	
	給食用材料費
	
	
	
	

	
	
	診療材料費
	
	
	
	

	
	
	医療消耗備品費
	
	
	
	

	
	経　費
	
	
	
	

	
	
	福利厚生費
	
	
	
	福利施設負担額等法定外福利費

	
	
	旅費交通費
	
	
	
	業務のための出張旅費

	
	
	職員被服費
	
	
	
	従業員に支給する又は貸与する白衣等

	
	
	通信費
	
	
	
	電話料、郵便料金等

	
	
	消耗品費
	
	
	
	事務用品費等

	
	
	会議費
	
	
	
	諸会議費等

	
	
	光熱水費
	
	
	
	

	
	
	修繕費
	
	
	
	有形固定資産の修繕費

	
	
	賃借料
	
	
	
	土地、建物等の賃借料

	
	
	保険料
	
	
	
	火災保険料等

	
	
	交際費
	
	
	
	接待費、慶弔費等交際に要する費用

	
	
	租税公課
	
	
	
	固定資産税等税法上損金算入されるもの

	
	
	その他
	
	
	
	

	
	委　託　費
	
	
	
	

	
	研究研修費
	
	
	
	学会、講習会等の費用

	
	減価償却費
	
	
	
	

	医　業　外　支　出
	
	
	
	

	
	支　払　利　息
	
	
	
	

	
	そ　の　他
	
	
	
	

	施　設　整　備　費
	
	
	
	

	
	施設整備費
	
	
	
	

	
	医療器械購入費
	
	
	
	

	借入元金返済
	
	
	
	

	法人税等
	
	
	
	

	翌年度繰越金
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


（注）１　事業計画の内容と一致させること。
　　　２　必要に応じて科目を加除して差し支えない。

別紙１０－４　　予算書（翌年度支出）
　　年度（　令和　　年　　月　～　令和　　年　　月　）
                          （単位：千円）
	科　　　目
	金　　　　額
	内　　　訳

	医　業　支　出
	
	

	
	給　与　費
	
	

	
	
	職員給与
	
	

	
	
	退職給与引当金
	
	

	
	
	法定福利費
	
	

	
	
	役員報酬
	
	

	
	材　料　費
	
	

	
	
	医薬品費
	
	

	
	
	給食用材料費
	
	

	
	
	診療材料費
	
	

	
	
	医療消耗備品費
	
	

	
	経　費
	
	

	
	
	福利厚生費
	
	福利施設負担額等法定外福利費

	
	
	旅費交通費
	
	業務のための出張旅費

	
	
	職員被服費
	
	従業員に支給する又は貸与する白衣等

	
	
	通信費
	
	電話料、郵便料金等

	
	
	消耗品費
	
	事務用品費等

	
	
	会議費
	
	諸会議費等

	
	
	光熱水費
	
	

	
	
	修繕費
	
	有形固定資産の修繕費

	
	
	賃借料
	
	土地、建物等の賃借料

	
	
	保険料
	
	火災保険料等

	
	
	交際費
	
	接待費、慶弔費等交際に要する費用

	
	
	租税公課
	
	固定資産税等税法上損金算入されるもの

	
	
	その他
	
	

	
	委　託　費
	
	

	
	研究研修費
	
	学会、講習会等の費用

	
	減価償却費
	
	

	医　業　外　支　出
	
	

	
	支　払　利　息
	
	

	
	そ　の　他
	
	

	施　設　整　備　費
	
	

	
	施設整備費
	
	

	
	医療器械購入費
	
	

	借入元金返済
	
	

	法人税等
	
	

	翌年度繰越金
	
	

	計
	
	


（注）１　事業計画の内容と一致させること。
　　　２　必要に応じて科目を加除して差し支えない。

別紙１０－５　　予算書（翌々年度支出）
　　年度（　令和　　年　　月　～　令和　　年　　月　）
                          （単位：千円）
	科　　　目
	金　　　　額
	内　　　訳

	医　業　支　出
	
	

	
	給　与　費
	
	

	
	
	職員給与
	
	

	
	
	退職給与引当金
	
	

	
	
	法定福利費
	
	

	
	
	役員報酬
	
	

	
	材　料　費
	
	

	
	
	医薬品費
	
	

	
	
	給食用材料費
	
	

	
	
	診療材料費
	
	

	
	
	医療消耗備品費
	
	

	
	経　費
	
	

	
	
	福利厚生費
	
	福利施設負担額等法定外福利費

	
	
	旅費交通費
	
	業務のための出張旅費

	
	
	職員被服費
	
	従業員に支給する又は貸与する白衣等

	
	
	通信費
	
	電話料、郵便料金等

	
	
	消耗品費
	
	事務用品費等

	
	
	会議費
	
	諸会議費等

	
	
	光熱水費
	
	

	
	
	修繕費
	
	有形固定資産の修繕費

	
	
	賃借料
	
	土地、建物等の賃借料

	
	
	保険料
	
	火災保険料等

	
	
	交際費
	
	接待費、慶弔費等交際に要する費用

	
	
	租税公課
	
	固定資産税等税法上損金算入されるもの

	
	
	その他
	
	

	
	委　託　費
	
	

	
	研究研修費
	
	学会、講習会等の費用

	
	減価償却費
	
	

	医　業　外　支　出
	
	

	
	支　払　利　息
	
	

	
	そ　の　他
	
	

	施　設　整　備　費
	
	

	
	施設整備費
	
	

	
	医療器械購入費
	
	

	借入元金返済
	
	

	法人税等
	
	

	翌年度繰越金
	
	

	計
	
	


（注）１　事業計画の内容と一致させること。
　　　２　必要に応じて科目を加除して差し支えない。

別紙１０－６
職　員　給　与　費　内　訳　書
（□法人全体分　　□新規施設分　施設名【　　　　　　　　　　　】）　　　　　（単位：千円）
	職　  　　 　種
	常　 勤（名）
	１人当り
月額給与
	月    額
給 与 計
	年    額
給 与 計
	年間賞与
	年 間 計

	
	非常勤（名）
	
	
	
	
	

	
	計　 （名）
	
	
	
	
	

	医　 　　　　師
（歯科医師）
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	計
	　
	　
	　
	　
	　

	看　　護　　師
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	計
	　
	　
	　
	　
	　

	准　看　護　師
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注１　准看護師の下段については、薬剤師、臨床検査技師、診療放射線技師等職種別に記入すること。
注２　内訳書は、新規施設分と、法人全体分を分けて提出すること。
注３　予算書と一致させること。
記入例１　　定款変更新旧対照表
新　旧　対　照　表
	新　条　文
	旧　条　文

	第１条から第３条　　省略
第4条 本社団の開設する病院及び診療
所、介護老人保健施設の名称及び開設場所は、次のとおりとする。
（１）城内病院
　　　　北九州市小倉北区城内１－１
（２）アシスト21診療所
北九州市小倉北区馬借１－１
（３）介護老人保健施設　松本園
北九州市小倉北区城内２－３
第４条の２　本社団は、前条に掲げる病院及び診療所、介護老人保健施設を経営するほか、次の業務を行う。
（１）北九会デイサービスセンター
　　　　北九州市小倉南区若園１－１
第５条から第１２条　略
第１３条　本社団の決算については、毎会計年度終了後２ヶ月以内に総会の承認を受け、これを北九州市長にとどけなければならない。
第１４条から第１５条１　略
第１５条
　２　本社団の開設する病院及び診療所、介護老人保健施設の管理者は、必ず理事に加えなければならない。ただし、北九州市長の認可を受けた場合はこの限りではない。
第１６条から第３０条　略
第３１条　この定款は、社員総会の議決を経て、かつ、北九州市長の認可を得なければ変更することができない。

	第１条から第３条　　省略
第４条　本社団の開設する病院の名称及び開設場所は、次のとおりとする。
（１）城内病院
　　　　北九州市小倉北区城内１－１
第５条から第１２条　略
第１３条　本社団の決算については、毎会計年度終了後２ヶ月以内に総会の承認を受け、これを福岡県知事にとどけなければならない。
第１４条から第１５条１　略
第１５条
　２　本社団の開設する病院及び診療所、介護老人保健施設の管理者は、必ず理事に加えなければならない。ただし、福岡県知事の認可を受けた場合はこの限りではない。
第１６条から第３０条　略
第３１条　この定款は、社員総会の議決を経て、かつ、福岡県知事の認可を得なければ変更することができない。


　　　　　〔定款変更の理由〕
· アシスト21診療所及び介護老人保健施設松本園の開設のため。
· デイサービス事業の実施のため。
· 医療法人に関する許可権限等の一部が福岡県から北九州市に委譲されたため。

作成例
医　療　法　人　○　○
臨　時　社　員　総　会　議　事　録
１　日　時　　令和〇〇年○○月○○日　　　　　時　　分　～　　　時　　分
２　場　所　　医療法人○○　○○医院　第１会議室
３　出席者　　社員（理事長）　○○○○
　　　　　　　社員（理　事）　○○○○
　　　　　　　社員　　　　　　○○○○
　　　　　　　社員　　　　　　○○○○
　　　　　　　（本社団社員総数〇名のうち、〇名出席　〇名委任状提出）
４　議事録作成者　○○○○
５　議　事　　本社団定款第○条の規定により理事長○○○○が議長に選任され、定款第○条に規定する定足数に達したことを確認した後、開会を宣し議事に入った。
　　第１号議案　　介護老人保健施設開設の件
　　　議長は発言し、介護老人保健施設の開設を目的として、本社団が取得した土地〇㎡に鉄筋コンクリート〇階建、延床面積〇㎡の介護老人保健施設を建設すること及びその資金計画等を以下のとおり説明し、承認を求めたところ、全員異議なく承認した。
出資予定　　　　　　　　　　万円　　　　　建築費　　　　　　　　　　　万円
○○銀行融資　　　　　　　　万円　　　　　機械設備・備品類　　　　　　万円
本社団の内部保留金　　　　　万円　　　　　運転資金　　　　　　　　　　万円
　　　　　　　合　　計　　　　　　　万円　　　　　その他　　　　　　　　　　　万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合　　計　　　　　　万円
　　　　施　設　名　　介護老人保健施設○○
　　　　所　在　地　　北九州市〇区〇丁目〇番〇号
　　　　開設予定日　　令和〇年〇月〇日
　　第２号議案　　定款変更の件
　　　議長は発言し、前号議案の承認に伴い、定款変更を行う必要がある旨を述べ、その案（別紙新旧対照表）を示したところ、全員異議なく承認した。
　　第３号議案　　社員の入社承認及び理事１名選任の件
　　　議長は発言し、介護老人保健施設の管理者について○○○○を推薦し、併せて（入社のうえ）理事に選任したい旨を述べ、承認を求めたところ、全員異議なく承認した。
　　第４号議案　　銀行融資に伴う、借入金の最高限度額及び抵当権設定の件
　　　議長は発言し、介護老人保健施設建設資金の融資を○○銀行○○支店から受けることについて、借入金の最高限度額を次のように提示し、承認を求めたところ、全員異議なく承認した。
　　　　　借入金最高限度額　　　　　　　　万円
　　　ついで、同銀行に担保として現病院の土地、建物に抵当権を設定することについて次のように提示し、承認を求めたところ、全員異議なく承認した。
　　　　　土地　　　　介護老人保健施設の敷地　　　○○㎡
　　　　　建物　　　　介護老人保健施設の建物　　　鉄筋コンクリート　○階　　延床面積　○㎡
　　　
以上をもって本日の議事を終了したので議長は閉会を宣した。
本日の議事を確認するため出席社員全員が記名押印する。
　　　　社　員（理事長）　　○　○　○　○　　印　
　　　　社　員（理　事）　　○　○　○　○　　印　
　　　　社　員　　　　　　　○　○　○　○　　印　
　　　　社　員　　　　　　　○　○　○　○　　印　
